
島 根 県 報
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介護保険法（平成�年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者を次のとおり指定したの

で、同法第�	条第�号の規定に基づき告示する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�
���号 平成��年��月��日 (�)

事 業 者 の 名 称 事 業 所 の 名 称 事 業 所 の 所 在 地
指 定
年月日

株式会社 松江テクノサービス
居宅介護支援事業所 すずかけ
の樹

松江市八雲台�丁目��番��号 香の
木ヒルズ �－�号室

平成��年
��月�	日

� �

� �

介護保険法の規定に基づく指定居宅介護支援事業者の指定 （高齢者福祉課） �

島根県障害者福祉施設整備費補助金交付要綱の一部改正 （障害者福祉課） �

農業近代化資金の利子補給率の一部改正 （農 業 経 営 課） �

ヨーネ病の発生 （農畜産振興課） �

保安林の指定の解除 （森 林 整 備 課） �

島根県漁業近代化資金等利子補給金交付要綱の一部改正 （水 産 課） �

大規模小売店舗立地法の規定による市町村の意見の概要（件） （経 営 支 援 課） �

土砂災害警戒区域の指定 （砂 防 課） �

� 

島根県職員服務規程の一部改正 （人 事 課） �

� �

平成��年度島根県家畜人工授精師養成講習会（家畜体内受精卵移植に関する講習 （農畜産振興課） ��

会）修業試験の合格者

林業種苗法の規定に基づく生産事業者講習会の開催 （森 林 整 備 課） ��

土地区画整理組合の理事の退任の届出 （都 市 計 画 課） ��

開発行為に関する工事の完了 （ 〃 ） ��

����

市町村立学校の教職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 （教育庁総務課） ��

労務職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 （ 〃 ） ��

����

職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則 ��

県立学校の教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 ��

����������������������������������������������������
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平成��年��月��日 (火)
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(毎週火・金曜日発行)
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島 根 県 報
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島根県障害者福祉施設整備費補助金交付要綱（平成��年島根県告示第���号）の一部を次のように改正する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�条第�項第�号の表を次のように改める。

第	条第	項第�号及び第�号を次のように改める。

� 施設整備事業にあっては、平成��年度社会福祉施設等施設整備費国庫補助金（平成�
年度からの継続事業分）交付

要綱（平成��年�月��日付け厚生労働省発社援第
���号厚生労働事務次官通知）第�の	の�の表の第�欄に定

める基準額と第�欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額と、総事業費から当該事業に係る寄附金

その他の収入額（社会福祉法人の場合は、寄附金収入額を除く。第�号において同じ。）を控除した額とを比較して

少ない方の額に、前条第�項第�号の表の補助率の欄に定める補助率を乗じて得た額以内の額とする。

� 設備整備事業にあっては、初度設備を整備するために必要な需用費（消耗品費に限る。）、備品購入費及び工事請

負費の実支出額と��万円とを比較して少ない方の額と、総事業費から当該事業に係る寄附金その他の収入額を控除

した額とを比較して少ない方の額以内の額とする。

第�条第	号中「及び公的医療機関」を削る。

第�条中「第�条第�項第�号の施設にあっては」及び「、同項第�号の施設にあっては、�月�日現在の状況を同月

��日までに」を削る。

様式第�号別紙�－�中

第�����号 平成��年��月��日(�)

交付対象事業 施 設 の 種 類 補助事業者の範囲 補助率

障害者自立支援法（平成�
年法律

第���号）による改正前の精神保

健及び精神障害者福祉に関する法

律（昭和��年法律第���号）第�

条の�第�項に規定する精神障害

者社会復帰施設の施設整備及び設

備整備

精神障害者生活訓練施設

精神障害者福祉ホーム

精神障害者入所授産施設

精神障害者通所授産施設

精神障害者小規模通所授産施設

精神障害者福祉工場

精神障害者地域生活支援センター

医療法人（医療法

（昭和��年法律第

��号）第��条に

規定する医療法人

をいう。以下同

じ。）

社会福祉法人

	分の�

「

」

地 域 交 流 ス ペ ー ス

施 設 整 備 費 合 計

� 施 設 整 備 費

初 度 設 備 整 備 費

一 般 設 備 人 人

授 産 設 備

利 用 者 用 送 迎 車

非常用通報装置設備整備 台 台

授 産 設 備 近 代 化 整 備

小規模通所授産施設設備整備

設 備 整 備 費 小 計

地 域 交 流 ス ペ ー ス

設 備 整 備 費 合 計



島 根 県 報

を

に改め、同様式別紙�－�（注）�中「、冷暖房工事費」を「及び冷暖房工事費」に改め、「また、設備整備費の一般整

備については対象となる入所又は利用（増加）定員を、非常通報装置設備については設置台数を記入すること。」を削

り、同様式別紙�－�（注）�中「入所及び利用（増加）定員、単価等により算定した」を削る。

様式第�号（注）を次のように改める。

（注） Ｂ欄には、��月末日現在の出来高率を記入すること。

様式第�号別紙�－�中

を

に改め、同様式別紙�－�（注）�中「、冷暖房工事費」を「及び冷暖房工事費」に改め、「また、設備整備費の一般整

備については対象となる入所又は利用（増加）定員を、非常通報装置設備については設置台数を記入すること。」を削

り、同様式別紙�－�（注）�中「入所及び利用（増加）定員、単価等により算定した」を削る。

� �

� この告示は、平成��年��月��日から施行し、この告示による改正後の島根県障害者福祉施設整備費補助金交付要綱

（以下「改正後の要綱」という。）は、平成��年度の事業から適用する。

� この告示の施行の日前に、この告示による改正前の島根県障害者福祉施設整備費補助金交付要綱の規定によりなされ

た申請その他の行為は、改正後の要綱の相当規定によりなされたものとみなす。

第���		号 平成��年��月��日 (	)

「

」

授 産 設 備 施 設 工 事 費

施 設 整 備 費 合 計

� 設 備 整 備 費

初 度 設 備 整 備 費

設 備 整 備 費 合 計

「

」

地 域 交 流 ス ペ ー ス

施 設 整 備 費 合 計

� 施 設 整 備 費

初 度 設 備 整 備 費

一 般 設 備 人 人

授 産 設 備

利 用 者 用 送 迎 車

非常用通報装置設備整備 台 台

授 産 設 備 近 代 化 整 備

小規模通所授産施設設備整備

設 備 整 備 費 小 計

地 域 交 流 ス ペ ー ス

設 備 整 備 費 合 計

「

」

授 産 設 備 施 設 工 事 費

施 設 整 備 費 合 計

� 設 備 整 備 費

初 度 設 備 整 備 費

設 備 整 備 費 合 計
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農業近代化資金の利子補給率（平成��年島根県告示第���号）の一部を次のように改正し、平成��年��月��日から施行

する。

平成��年��月��日前に島根県農業近代化資金の利子補給に関する規則（昭和��年島根県規則第�号）第�条の規定によ

り利子補給の承認を受けている農業近代化資金については、なお従前の例による。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

表中「年	
��パーセント」を「年	
�パーセント」に改める。

��������		�

ヨーネ病が発生したので、家畜伝染病予防法（昭和�年法律第�号）第��条第�項の規定により次のとおり告示す

る。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	��

森林法（昭和�年法律第���号）第�条の�第�項の規定により保安林の指定を解除するので、同法第��条第�項にお

いて準用する同条第�項の規定により告示する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 解除に係る保安林の所在場所

江津市二宮町神主����－�

� 保安林として指定された目的

風害の防備

� 解除の理由

指定理由の消滅

��������	�

島根県漁業近代化資金等利子補給金交付要綱（平成��年島根県告示第��号）の一部を次のように改正する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

別表第�中

第�����号 平成��年��月��日(�)

家畜伝染病の
種類

家畜の
種類

生年月日 発生頭数 発 生 場 所
発 生
年月日

その他参考となるべき事項

ヨーネ病
（患畜）

牛
平成��年
�月�日

�頭 飯石郡飯南町
平成��年
��月�日

ホルスタイン
県外導入牛
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める。

第�����号 平成��年��月��日 (�)

｢

を

｣

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％ 年����％ 年����％

年���％ 年��	％ 年���％ 年���％ 年��	％

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％ 年��
�％ 年��
�％

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％ 年��
�％ 年��
�％

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％ 年����％ 年����％

年����％ 年����％ 年����％ 年����％ 年����％

― ― 年����％ 年��
�％ 年��
�％

年����％ 年����％ 年����％ 年��
�％ 年��
�％

｢

に改

｣

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％ 年����％ 年����％

年���％ 年��	％ 年���％ 年���％ 年��	％

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％ 年��
％ 年��
％

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％ 年��
％ 年��
％

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％

（新規着業者に貸し

付けるものにあって

は、年����％）

年����％ 年����％ 年����％

年����％ 年����％ 年����％ 年����％ 年����％

― ― 年����％ 年��
％ 年��
％

年����％ 年����％ 年����％ 年��
％ 年��
％



島 根 県 報

� �

� この告示は、平成��年��月��日から施行する。

� この告示による改正後の島根県漁業近代化資金等利子補給金交付要綱の規定は、平成��年��月��日以後に貸し付けら

れた別表第�の左欄に掲げる資金（以下「島根県漁業近代化資金等」という。）について適用し、同日前に貸し付けら

れた島根県漁業近代化資金等については、なお従前の例による。

������	
��

平成��年島根県告示第���号で告示した次の大規模小売店舗について、大規模小売店舗立地法（平成�	年法律第��号）

第
条第�項の規定により出雲市から意見を聴取したので、同条第�項の規定によりその概要を告示し、当該意見を縦覧

に供する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ホームプラザナフコ 北出雲店 島根県出雲市江田町��－

� 意見の概要

� 駐車場拡張工事に伴う工事車両の出入の際タイヤ付着土砂、堆積物落下などにより道路の汚損、破損のないよう注

意を喚起すること。汚損破損が生じた場合は、事業者側で原形復旧すること。

� 市道高浜��	号線を横断する来客の交通安全対策には十分に配慮した構内通行経路を確立すること。

� 縦覧場所

出雲市産業振興部商工振興課（島根県出雲市今市町�	�－�）

 縦覧期間

告示の日から�月間

������	
�


平成��年島根県告示第���号で告示した次の大規模小売店舗について、大規模小売店舗立地法（平成�	年法律第��号）

第
条第�項の規定により出雲市から意見を聴取したので、同条第�項の規定によりその概要を告示し、当該意見を縦覧

に供する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

イズミ出雲店 島根県出雲市大島町��－�外

� 意見の概要

テナント増設工事に伴う工事車両の出入の際タイヤ付着土砂、堆積物落下などにより道路の汚損、破損のないよう注

意を喚起すること。汚損破損が生じた場合は、事業者側で原形復旧すること。

� 縦覧場所

出雲市産業振興部商工振興課（島根県出雲市今市町�	�－�）

 縦覧期間

告示の日から�月間

������	
�	

第�����号 平成��年��月��日(�)
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土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成��年法律第��号）第�条第�項の規定によ

り、次に掲げる土地の区域を土砂災害警戒区域として指定するので、同条第�項の規定により告示する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 土砂災害警戒区域を指定する市町村の名称

益田市

	 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類及び土砂災害警戒区域の名称

� 急傾斜地の崩壊

赤羽根、上ヶ山Ａ、上ヶ山Ｂ、上ヶ山Ｃ、上ヶ山Ｄ、上ヶ山Ｅ、上ヶ山Ｆ、上ヶ山Ｇ、上ヶ山Ｈ、上ヶ山Ｉ、上ヶ

山Ｊ、板持Ａ、板持Ｂ、板持Ｃ、板持Ｄ、板持下、市ヶ迫、市上Ａ、市上Ｂ、いちご原、市下、岩崎、宇治Ａ、宇治

Ｂ、宇治Ｃ、宇治Ｄ、宇治Ｅ、宇治Ｇ、宇治Ｈ、宇治Ｉ、宇治Ｊ、宇治Ｋ、宇治Ｌ、宇治Ｍ、後溢、後川Ａ、後川

Ｂ、後川Ｃ、大賀屋、大久保Ａ、大久保Ｂ、大久保Ｃ、大下、大谷、大田屋、大浜Ａ、大浜Ｃ、上ノ谷、上の谷Ｂ、

上の谷Ｃ、上の谷下Ａ、柏原小学校、柏原峠、柏原町本郷Ａ、柏原町本郷Ｂ、柏原町本郷Ｃ、柏原町本郷Ｄ、柏原町

本郷Ｅ、柏原町本郷Ｆ、柏原町本郷Ｇ、柏原町本郷Ｈ、柏原町本郷Ｉ、桂平、桂平下峠Ａ、桂平下峠Ｂ、金ヶ峠Ａ、

金ヶ峠Ｂ、金ヶ峠Ｃ、金ヶ峠Ｄ、金ヶ峠Ｅ、金ヶ峠Ｆ、金ヶ峠Ｇ、金山上Ａ、金山上Ｂ、金山上Ｃ、金山上Ｄ、金山

上Ｅ、金山上Ｆ、金山上Ｇ、金山上Ｈ、金山下Ａ、金山下Ｂ、金山下Ｃ、金山下Ｄ、金山下Ｇ、釜口、上黒谷、上峠

Ａ、上峠Ｂ、上峠Ｃ、上平原Ａ、上平原Ｂ、上平原Ｃ、上平原Ｄ、上平原Ｅ、上平原Ｆ、上平原Ｇ、上平原Ｈ、亀

山、川下中ノ部屋、北河内上、北河内下、木部Ａ、木部Ｂ、木部向市、旧鳥ヶ峠、汐満Ａ、汐満Ｂ、汐満Ｃ、汐満

Ｄ、下黒谷Ａ、下黒谷Ｂ、下黒谷Ｃ、下黒谷Ｄ、下黒谷Ｅ、下黒谷Ｆ、下黒谷Ｇ、下黒谷Ｈ、下黒谷Ｉ、下駄屋、下

の上、蛇ぶち、神手、西南中学校、西南中学校北、種、千振Ａ、千振Ｂ、茶畑、土田Ａ、土田Ｂ、土田Ｃ、土田Ｄ、

土田郷、津葉山Ａ、津葉山Ｂ、津葉山Ｃ、寺田、寺廻、鳥ヶ峠、中Ａ、中Ｂ、中Ｃ、中Ｄ、中倉Ａ、中倉Ｂ、中倉

Ｃ、中倉Ｄ、中倉Ｅ、中倉Ｆ、中郷Ａ、中郷Ｂ、中郷Ｃ、中郷Ｄ、中郷Ｅ、中山、中吉屋、流田Ａ、流田Ｂ、野地

Ａ、野地Ｂ、野地Ｃ、野田、野中Ａ、野中Ｂ、芭蕉�、芭蕉	、原、火打岩Ａ、火打岩Ｂ、火打岩Ｃ、火打岩Ｄ、火

打岩Ｅ、火打岩Ｆ、東市、引明、ヒノキ、樋ノ口、平口Ａ、平口Ｂ、平口Ｃ、平口上、平田屋、平原下の上Ａ、平原

下の上Ｂ、平原下の上Ｃ、平原下の上Ｄ、平原下の下Ａ、平原下の下Ｂ、平原下の下Ｃ、平原下の下Ｄ、平原下の中

Ａ、平原下の中Ｂ、平原下の中Ｃ、的場、水合、宮ヶ迫Ａ、宮ヶ迫Ｂ、宮ヶ迫Ｃ、本郷Ａ、本郷Ｂ、本郷Ｃ、本郷

Ｄ、本郷Ｅ、本郷Ｆ、本郷Ｇ、横尾Ａ、横尾Ｂ、横尾Ｃ、横引、吉屋、和田郷Ａ、和田郷Ｂ、弋ヶ田原Ａ、弋ヶ田原

Ｂ、弋ヶ田原Ｃ、弋ヶ田原Ｄ、弋ヶ田原Ｅ、弋ヶ田原Ｆ

� 土石流

赤羽根、赤羽根Ａ、赤羽根Ｂ、赤羽根木村屋、上ヶ山Ａ、上ヶ山Ｂ、上ヶ山Ｃ、上ヶ山Ｄ、上ヶ山Ｅ、上ヶ山Ｆ、

上ヶ山Ｇ、上ヶ山Ｈ、上ヶ山Ｉ、板持Ａ、板持Ｂ、板持Ｃ、板持Ｄ、板持Ｅ、板持Ｆ、板持Ｇ、板持Ｈ、板持Ｉ、市

上、市下Ａ、市下Ｂ、岩崎、後谷、大洗川、大賀屋、大田屋、上ノ谷、柏原、柏原峠、柏原町本郷Ａ、柏原町本郷

Ｂ、柏原町本郷Ｃ、柏原町本郷Ｄ、柏原町本郷Ｅ、柏原町本郷Ｆ、金ヶ峠Ａ、金ヶ峠Ｂ、金ヶ峠Ｃ、金ヶ峠Ｄ、金ヶ

峠Ｅ、金ヶ峠Ｆ、金山Ａ、金山Ｂ、金山Ｃ、金山Ｄ、金山Ｅ、金山Ｆ、金山上Ａ、金山上Ｂ、上峠Ａ、上峠Ｂ、上山

川、亀山Ａ、亀山Ｂ、亀山Ｃ、川が溢向い、川下谷川、北河内上、北河内下Ａ、北河内下Ｂ、北河内下Ｃ、北河内下

Ｄ、北郷内谷Ａ、木の谷川、木部Ａ、木部Ｂ、木部Ｃ、旧鳥ヶ峠、汐満川、下黒谷Ａ、下黒谷Ｂ、下黒谷Ｃ、下黒谷

Ｄ、下黒谷Ｅ、下幸賀、下種Ｃ、下種Ｄ、下種Ｅ、下の谷川、下森川、神手Ａ、神手Ｂ、善光、滝ノ谷Ａ、滝ノ谷

Ｂ、種村Ｇ、種村Ｈ、種村Ｉ、千振Ａ、千振Ｂ、千振Ｃ、千振Ｄ、千振Ｅ、手振日貫屋向、茶畑Ａ、茶畑Ｂ、土田

Ａ、土田Ｂ、土田川、寺廻Ａ、寺廻Ｂ、寺廻Ｃ、寺廻Ｄ、鳥ヶ峠Ａ、鳥ヶ峠溢、中Ａ、中Ｂ、中倉、中郷Ａ、中郷

Ｂ、中郷Ｃ、中郷Ｄ、中郷Ｅ、中郷Ｆ、中郷Ｇ、中郷Ｈ、中郷Ｉ、長谷Ａ、長谷Ｂ、流田、西の谷川、西平原Ａ、西

平原Ｂ、西平原Ｃ、西平原Ｄ、西平原Ｅ、西平原Ｆ、西平原Ｇ、西平原Ｈ、西平原Ｉ、芭蕉、原、火打岩Ａ、火打岩

Ｂ、火打岩Ｃ、引明、本郷Ａ、本郷Ｂ、本郷Ｃ、本郷Ｄ、山ノ下谷川Ａ、山ノ下谷川Ｂ、山の谷川、横尾Ａ、横尾

Ｂ、竜光寺谷川、和田郷中山、弋ケ田原Ａ、弋ケ田原Ｂ、弋ケ田原Ｃ、弋ケ田原Ｄ、弋ケ田原Ｅ、弋ケ田原Ｆ、弋ケ

第�
���号 平成��年��月��日 (�)
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田原Ｇ、弋ケ田原Ｈ、

� 指定の区域

別図に示す区域

（「別図」は省略し、島根県益田県土整備事務所及び益田市役所において一般の縦覧に供する。）

� �

��������	

本 庁

地方機関

島根県職員服務規程（昭和��年島根県訓令第�号）の一部を次のように改正する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第��条第�項中「�	年」を「
年」に改め、「写真を」の次に「情報政策課を経由して」を加え、同条第�項中「（様

式第��号）を」の次に「情報政策課を経由して」を加える。

第��条第�項中「。以下「記章」という。」を削り、「記章の」を「県章の」に改め、「表示された」の次に「名札又

は」を加え、同条第�項に後段として次のように加える。

この場合において、同条第�項中「情報政策課を経由して人事課」とあるのは、「人事課」と読み替えるものとす

る。

様式第号中「本籍変更」を「国籍変更」に、
「
本 籍

」
を
「
国 籍

」
に改め、同様式注意の�中「本籍」を「国

籍」に改め、同様式注意の�中「及び証明用写真（縦��㎜、横��㎜で裏面に所属、職員番号及び氏名を記載したもの）」

を削る。

様式第��号を次のように改める。

第�����号 平成��年��月��日(�)



島 根 県 報第�����号 平成��年��月��日 (�)

������（第��条関係）

島根県職員証

氏 名 職員番号

生 年 月 日

交付年月日

島 根 県 印
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様式第��号中

改め、同様式注意の�を削る。

� �

（施行期日）

� この訓令は、平成��年��月�日から施行する。

（経過措置）

� この訓令の施行の際、この訓令による改正前の島根県職員服務規程様式第��号による島根県職員証（以下「旧職員

証」という。）で、現に職員に交付されているものは、当該職員がこの訓令による改正後の島根県職員服務規程（以下

「改正後の規程」という。）様式第��号による島根県職員証の交付を受けるまでの間は、なおその効力を有する。

� 旧職員証の再交付の手続については、改正後の規程第��条第�項の規定にかかわらず、なお従前の例による。

� �

平成��年度島根県家畜人工授精師養成講習会（家畜体内受精卵移植に関する講習会）修業試験の合格者は、次のとおり

である。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

須山 哲成 入江 保雄 渡部 典子 那須 悦夫 和泉 芳邦 安田真沙美 高麗 護

高田 雅晴 白石 圭

林業種苗法（昭和��年法律第�	号）第��条第�項の規定に基づく生産事業者講習会を次のとおり開催する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 受講対象者

林業種苗生産に従事しようとする者

� 開催日時及び場所

� 講習科目及び時間

第�
���号 平成��年��月��日(��)

「

」

を
確
認
欄

所

属

所属長
使
用
欄

人
事
課

「

」

に

人事課使用欄 情報政策課使用欄 所属確認欄

年 月 日 時 間 場 所 区 域

平成��年��月��日 午前��時～午後時
飯石郡飯南町上来島����

島根県中山間地域研究センター 研修室�
県下一円
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� 受講申請

� 受講者は所定の様式による生産事業者講習会受講申請書を最寄りの農林振興センター、農林振興センター地域事務

所又は隠岐支庁農林局に提出すること。

� 生産事業者講習会受講申請書の交付を希望する者は、最寄りの農林振興センター、農林振興センター地域事務所又

は隠岐支庁農林局に返信用封筒を同封して申し込むこと。

� 受講についての詳細は、各農林振興センター林業普及グループ、各農林振興センター地域事務所林業普及グループ

又は隠岐支庁農林局林業振興・普及グループに問い合わせること。

� 生産事業者講習会受講申請書の締め切りは平成��年��月��日とする。

� その他

講習会当日にテキスト代金として、�����円徴収する。

土地区画整理法（昭和�	年法律第��	号）第�	条第
項の規定に基づき、江津市和木北部土地区画整理組合理事長小田

文男から次のとおり理事の退任の届出があったので、同条第�項の規定により公告する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

退任した理事の氏名及び住所

今岡 孝廣 江津市和木町���番地��

次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和�年法律第���号）第��条第�項の規定により公告す

る。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義


 開発区域

雲南市木次町下熊谷���番地� 外��筆

雲南市三刀屋町三刀屋����番地� 外
筆

面積 ������平方メートル

� 開発許可を受けた者の住所及び氏名

雲南市木次町里方��番地


雲南市土地開発公社

理事長 内田 孝志

� � � � � � �

市町村立学校の教職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年��月��日

第�����号 平成��年��月��日 (��)

講 習 科 目 講 習 時 間

林業種苗に関する法令 �時間

種苗の産地及び系統に関する事項 �時間

種苗の生産技術に関する事項 �時間

計 �時間
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島根県教育委員会委員長 七五三 勝 巳

��������	
���

市町村立学校の教職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

市町村立学校の教職員の給与に関する規則（昭和��年島根県教育委員会規則第��号）の一部を次のように改正する。

第��条の�中「���」を「���」に改める。

別表第�中「県教育委員会」を「教育委員会」に、「又は養護教諭」を「、養護教諭又は栄養教諭」に改める。

別表第�中「及び養護教諭」を「、養護教諭及び栄養教諭」に改める。

別表第	中「県教育委員会」を「教育委員会」に、「及び養護教諭」を「、養護教諭及び栄養教諭」に改める。

� 


この規則は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行する。

� 第��条の�の改正規定 平成�
年��月�日

� 別表第�、別表第�及び別表第	の改正規定 平成��年�月�日

労務職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成�
年��月�
日

島根県教育委員会委員長 七五三 勝 巳

��������	
����

労務職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

労務職員の給与に関する規則（昭和��年島根県教育委員会規則第��号）の一部を次のように改正する。

第�条を削り、第条を第�条とし、第�条を第条とする。

別表を削る。

� 


（施行期日）

� この規則は、平成�
年��月�日から適用する。

（経過措置）

� この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日においてこの規則による改正前の労務職員の給与に関する規

則第�条に規定する給料の調整を受ける職に在職していた労務職員（介助員又は主任介助員に限る。）のうち、引き続

き同一又は同種の職に在職している労務職員については、施行日から平成��年��月��日までの引き続く期間に限り、当

該労務職員を給料の調整を行う職とし、その調整額は、職務の級及び号給に応じて附則別表に掲げる調整基本額に、調

整数���を乗じて得た額とする。

 前項の規定により給料の調整を行う職を占める労務職員のうち、その者に係る調整基本額が平成�
年月��日にその

者に適用されていた調整基本額に達しないこととなる労務職員には、前項の規定による給料の調整額のほか、その差額

に相当する額に次の各号に掲げる期間の区分に応じ当該各号に定める割合を乗じて得た額に調整数���を乗じて得た額

（その額に�円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を給料の調整額として支給する。

� 平成�
年��月�日から平成��年月��日まで ���分の���

� 平成��年�月�日から平成��年月��日まで ���分の��

� 平成��年�月�日から平成��年��月��日まで ���分の��

�
��

給料の調整額の調整基本額表（技能労務職給料表）

第��
��号 平成�
年��月�
日(��)

職務の級 号給 調整基本額

�号給 �����円



島 根 県 報第�����号 平成��年��月��日 (��)

�号給 ���	�円


号給 	����円

号給 	����円

�号給 	����円

�号給 	���	円

�号給 	����円

�号給 	��	�円

�級 �号給 	����円

��号給 	��	�円

��号給 	����円

��号給 	����円

��号給 	����円

��号給 	����円

��号給 	�		�円

�	号給 	����円

��号給 	����円

��号給から���号給まで 	����円

�号給 ���	�円

�号給 ����	円


号給 �����円

号給 �����円

�号給 �����円

�号給 ���	�円

�号給 �����円

�号給 ��	��円

�号給 ��	��円

��号給 �����円

��号給 ����	円

��号給 �����円

��号給 �����円

��号給 �����円

��号給 �����円

�	号給 ����	円

��号給 �����円

��号給 �����円

��号給 �����円

��号給 ����	円

�級 ��号給 ����	円

��号給 ���	�円

��号給 �����円

��号給 �����円

��号給 ��	��円
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� � � � � � �

職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年��月��日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

�	
����������

職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則

職員の給与の支給に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第�号）の一部を次のように改正する。

� �

この規則は、平成��年��月�日から施行する。

県立学校の教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年��月��日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

�	
�����������

第�����号 平成��年��月��日(��)

�	号給 �����円

��号給 ����
円

��号給 �����円

��号給 �����円

��号給 ����	円

��号給 �����円

��号給 ���
�円

��号給 �����円

��号給 �����円

�
号給 �����円

�	号給 �����円

��号給 ���	�円

��号給 �����円

��号給 ����
円

��号給 ��

�円

��号給から�	�号給まで ��	��円

別表第�中

「

」

を

盲学校

ろう学校

養護学校

事務職員及び技術職員 �


警察本部

航空隊

� 航空機の操縦業務に関することを本

務とする職員

��

「

」

に改める。
警察本部

航空隊

� 航空機の操縦業務に関することを本

務とする職員

��
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県立学校の教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

県立学校の教育職員の給与に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第��号）の一部を次のように改正する。

別表第�中「養護教諭」の次に「、栄養教諭」を加える。

別表第�及び別表第�中「及び栄養教諭」を「、養護教諭及び栄養教諭」に改める。
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この規則は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行する。

� 別表第��の改正規定 平成��年��月�日

� 別表第�、別表第�及び別表第�の改正規定 平成�	年�月�日

第�
���号 平成��年��月��日 (��)

別表第��中
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に改める。
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